
【市独自事業】 上段：予算額　下段：実績（見込み） 「単位：円」

国県補助金
重点支援
地方交付金

（低所得世帯枠）

重点支援
地方交付金
（推奨事業）

その他 一般財源

685,098,000 615,098,000 70,000,000

189,500,000 189,000,000 500,000

30,424,000 15,195,000 15,229,000

5,734,000 2,867,000 2,867,000

67,260,000 67,260,000

151,397,000 151,397,000

53,150,000 53,150,000

1,182,563,000 18,062,000 886,905,000 277,096,000 500,000

予算額 臨時交付金

感染症対策

生活支援 1,146,405,000 1,145,905,000

経営支援 36,158,000 18,096,000

26

●低所得子育て世帯への支援事業費（物価高騰対策）
　令和５年度市・県民税均等割世帯及び均等割のみ課税世帯の１８歳以下の児童１人に
つき５万円を支給
　・支給額：50千円×1,050人（649世帯）＝52,500千円
　・事務費：650千円

生活支援

予算額　合計

実績（見込み）額　合計

7 １月専決 子ども支援課 3 2 1

生活支援

6 １月専決 社会福祉課 3 1 1 48

●住民税均等割のみ課税世帯への支援事業費
　令和５年度市・県民税均等割世帯に１世帯あたり７万円を追加支給
　・支給額：国支援分70千円×見込み対象世帯2,070世帯＝144,900千円
　　　　　　市支援分70千円×見込み対象世帯30世帯＝2,100千円
　　　　　　※対象世帯員全員が別居の親族から扶養に取られている世帯
　・事務費：4,397千円
　※給付金・定額減税一体支援分（R5国予備費）において10万円給付の配分あり

生活支援

●保育所等物価高騰対策事業費（食材費高騰分）
　市内に所在する私立の幼児教育・保育施設をを運営する社会福祉法人等の事業者へ食
材費高騰分を支援
※県補助1/2あり
　・支給額：4,620円×1,241人＝5,734千円
【R4実績】：食材費高騰対策分　3,240円×1,338人＝4,335,120円

経営支援

5 ５月臨時 社会福祉課 3 1 1 48

●住民税均等割のみ課税世帯への支援事業費
　令和５年度市・県民税均等割世帯に１世帯あたり３万円を支給
　・支給額：30千円×2,200世帯＝66,000千円
　・事務費：1,260千円
　※３月定例で臨時交付金から重点支援地方交付金に財源振替

67

●社会福祉施設等物価高騰対策支援事業費（食材費高騰分等）
　市内に所在する社会福祉施設等（介護保険施設、障害者入所施設）を運営する社会福
祉法人等の事業者へ食材費及び光熱水費の高騰分を支援
※県補助1/2あり
　・支給額：
　【食材費】入所系施設①（１日３食提供）
　　　　　　　 9,000円×入所2,410人＝21,690千円
　　　　　　入所系施設②（１日２食提供）
　　　　　　　 6,000円×通所160人＝960千円
　　　　　　通所系施設（１日１食提供）
　　　　　　　 3,000円×通所1,300人＝3,900千円
　【光熱水費】訪問・相談系施設
　　　　　　　 48,000円×80事業所＝3,840千円
　　事務費：34千円

経営支援

4 12月追加 子ども支援課 3 2 3 63

3 12月追加 社会福祉課 3 1 1

生活支援

2 12月追加 子ども支援課 3 2 1 47

●だいせん子ども応援給付金（物価高騰対策）
　市内に住所を有する１８歳以下の児童一人につき２万円を給付する。
　※所得制限なし
　・支給額：20千円×9,300人＝186,000千円
　・事務費：3,500千円
【R2実績】：商品券事業　10,300人　206,000,000円

生活支援

予算額
（補正額）

財　源

1 12月追加 社会福祉課 3 1 1 43

●住民税非課税世帯への支援事業費
　令和５年度市・県民税非課税世帯に１世帯あたり７万円を追加支給
　・支給額：国支援分70千円×見込み対象世帯8,700世帯＝609,000千円
　　　　　　市支援分70千円×見込み対象世帯1,000世帯＝70,000千円
　　　　　　※対象世帯員全員が別居の親族から扶養に取られている世帯
　・事務費（会計年度任用職員含む）：6,098千円
　※国支援分は重点支援地方交付金の低所得世帯支援枠を活用
　　市支援分は重点支援地方交付金の推奨事業メニュー枠を活用

令和５年度大仙市物価高騰重点支援地方交付金事業計画
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